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統計表の編成と資料出所

この分野の統計表は、市営交通機関に関する統計表、鉄道に関する統計表、道路･橋りょうに関する統計表、道路輸送に関する統計表、名古屋港に関する統計表、名古屋空港に関する統計表から編成されている。
基礎資料は、主に『名古屋市統計書』及び『名古屋市統計年鑑』であるが、一部『愛知県統計年鑑』も利用した。ほとんどの統計データが、各関係機関から報告された業務統計によっている。
なお、街路樹に関する統計表は｢3-3公園･緑化」の分野に、交通事故に関する統計表は｢3-1災害･事故｣の分野に、名古屋港と名古屋空港における貿易に関する統計表は｢6-4貿易｣の分野に掲載されている。
市営交通機関の沿革

本市における市営交通機関は、市営電車(大正11年営業開始、昭和49年廃止)、市営バス(昭和5年営業開始)及び高速度鉄道(昭和32年営業開始)がある。
まず市営電車については、その前身は名古屋電気鉄道株式会社の市内線である。明治31年5月笹島～県庁前間(武平町)の開通以来、拡張が行われてきたが、大正11年8月1日に市営電車となった。その後、中村電気軌道などの民営電車を買収し、昭和12年までに市内電車はすべて市営電車に一本化され、｢市民の足｣として大きな役割を果たした。戦後は、モータリゼーションの進行とともに自動車交通量が激増し、昭和49年3月に全廃されその役割を終えた。
バス路線が初めて開通したのは明治41年の泥江橋～本町間のことであり、昭和5年には20数社の民営バスが営業を行っていた。名古屋市は、市営電車と民営バスとの競争関係を見越して、自衛上及び市営電車の補助機関とする見地から昭和5年2月1日に浄心～名古屋駅前～覚王山などの4路線でバス事業を開始した。その後、既存の民営バス会社を次々と買収し、昭和15年までに市営バスに統合した。戦後、昭和22年3月に米軍自動車の払い下げによりバス事業は復興し、昭和26年10月にはワンマンバスが登場した。昭和46年1月にはバスレーンが設置され、昭和57年3月からは基幹バス(東郊線)の運行を開始し、昭和60年4月には新出来町線において、全国初の中央走行方式による基幹バスが運行を開始した。
貸切バスは、昭和25年8月より営業を開始し、現在も継続されている。
高速度鉄道(地下鉄)については、その必要性が論じられるようになったのは昭和に入ってからであり、戦前に2度の計画が発表されたが実現には至らなかった。戦後、昭和25年1月に6路線約49kmの路線網が都市計画決定され、まずそのうちの12．3kmについて事業免許を取得した。そして昭和32年11月15日には、名古屋～栄(当時は栄町)間2．4kmに本市初の地下鉄が開通した。その後も、積極的に建設を進め、現在では路線網も東山線、名城線、4号線、鶴舞線の4路線となっており、営業キロも60．2kmとなっている。また、昭和54年7月には名鉄豊田線とも接続された。現在も地下鉄は、6号線が建設途中にあるなど、市民生活に欠くことのできない｢市民の足｣として整備が進められている。
鉄道の沿革

名古屋地方における鉄道は、熱田から武豊に至る武豊線が最初であり、その開通は明治19年3月のことであった。さらに同年には名古屋～木曽川間が開通し、明治22年には東海道線が全線開通した。明治28年には、私設鉄道の関西鉄道線が名古屋に達し、また明治33年に中央線が名古屋～多治見間で開通したことによって、名古屋市は関東、関西の中間に位置する重要な交通拠点として発展をとげるに至った。名古屋駅についてみると、当初明治19年4月に笹島に設置されたが、同地は明治31年8月に名古屋市に編入された。そして昭和12年の改良工事竣工により名古屋駅は現在の位置となり、笹島駅は貨物専用駅として独立した。
第二次大戦後の昭和24年6月から、運輸省の鉄道部門は日本国有鉄道となり、昭和39年10月には東海道新幹線の営業も開始された。昭和62年4月からは、日本国有鉄道は6つの旅客会社と1つの貨物会社に分割民営化されたが、当地方では、東海旅客鉄道株式会社、日本貨物鉄道株式会社が活動している。
名古屋鉄道株式会社は、明治31年5月に笹島～県庁前間の営業を開始したが、大正11年に名古屋市へ市内線を譲渡し、名古屋市郊外の郡部線の事業を継続することとなった。昭和16年には、新名古屋駅を開業し、昭和23年5月より豊橋～新岐阜間の直通運転を開始し、現在にいたっている。
近畿日本鉄道株式会社は、昭和13年6月に名古屋～桑名間の営業を開始したのを皮切りに、昭和22年からは大阪の上本町～名古屋間に途中乗り換えによる特急列車の運転を開始し、昭和34年からはビスターカーによる直通特急の運転を開始した。
道路について

明治期には、広小路線(明治20年に栄町～笹島間が完成)をはじめ大津町線や江川線など本市の道路網の基盤がつくられた。
大正に入ると、道路法、都市計画法がそれぞれ制定、施行され、道路の整備が促進された。昭和に入り、民間の土地区画整理事業が活発化するとともに、本市道路事業も周辺長大橋りょうが架設されるなど著しく進み、この頃、現在の道路網の基礎が確立された。
第二次大戦後には、戦災復興土地区画整理事業により、100メートル道路をはじめとする多数の広幅員道路が建設された。昭和29年には、第一次道路整備5カ年計画が策定されるなど、道路輸送の近代化をめざした積極的な道路建設の時代に入った。昭和40年以降は、交通安全施設の整備、道路環境の改善などに主眼が置かれ、現在では、都市計画道路の整備、連続立体交差事業の推進など都市交通機能の円滑化を図る一方、緑道、コミュニティー道路など歩行者道路の整備にも力をいれている。
なお、第二次大戦前のガス街路灯に関する統計表は、｢5-4情報･通信、エネルギー｣の分野に掲載されている。
道路輸送について
タクシー･ハイヤーは昭和26年7月道路運送法の施行により、一般乗用旅客自動車運送事業と位置づけられ、免許制度が取り入れられた。その結果、車両数は認可制となり、年1回事業報告書の提出が義務づけられるようになり、現在に至っている。
昭和26年6月の道路運送車両法の施行により、自動車の保有は登録制となり車両の基準が定められた。
交通量調査は、各都道府県の警察により交通管理を目的として実施されており、愛知県警察本部では昭和49年より交通管制センターを設けて調査を開始した。
自動車運転免許については、明治期には、自動車の出現によって自動車運転免許制度が各都府県で創設されるようになり、愛知県においては乗用自動車営業取締規則が明治36年8月に制定された。これは、乗合自動車のみを対象としていたが、明治45年5月からは一般自家用自動車にも拡大され、身元調査によって運転免許の適否が判断されていた。その後、大正8年に内務省が自動車取締令を制定したことによって全国統一の試験制度となった。戦後は、昭和23年1月から施行の道路交通取締法、昭和35年12月からは道路交通法により運転免許制度が定められ、以後も改正を加えられて現在に至っている。
名古屋港･名古屋空港の沿革

名古屋港は、慶長6年(1601)に東海道五十三次の宿場制定により、熱田に渡船場が置かれたのが始まりである。
明治に入り、港湾施設が整備され、明治40年に熱田港から名古屋港と改称し、国の開港場として指定を受けた。
戦後は、昭和26年に愛知県と名古屋市が母体となって名古屋港管理組合が設立され、名古屋港の開発及び管理運営を行っている。なお、名古屋港の沿革については、｢6-4貿易｣の分野でも解説されている。
名古屋空港は、昭和19年に旧陸軍によって名古屋地方の防空飛行場として完成した小牧飛行場がその前身である。その後、米軍に接収されたが、昭和33年に返還され、昭和35年4月から名古屋空港と改称されて現在にいたっている。名古屋空港についての沿革は、｢6-4貿易｣でも解説されている。
